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本日は、下記次第に則り進行します

事務処理説明会次第

開会挨拶

（第一部：事務処理説明）

1. 当補助事業の概要説明

2. 補助事業の進め方～各種申請・報告について～

3. 今年度の事務処理方針

① 事務処理の基本ルール

② 事業実施中の状況確認検査

③ 各種管理ツールの使用方法

④ 質疑応答

4. 事務処理の優良事例紹介

（第二部：支援制度の紹介）

○福島復興再生特別措置法に基づく課税の特例について（福島県企画調整部福島イノベーション・コースト構想推進課）

○重点分野等事業化促進事業（伴走支援）について（公益財団法人福島イノベーション･コースト構想推進機構産業集積部産業連携支援課）

○研究開発段階における知財戦略セミナー（特許庁説明）

○特許出願非公開制度について（特許庁説明）

閉 会
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開会挨拶

福島県商工労働部産業振興課

主幹兼副課長

廣瀬順平
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第一部 事務処理説明
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1. 当補助事業の概要説明
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当補助事業では、浜通り地域等の産業復興を進めるため、補助を行います

基本情報

福島県浜通り地域等の早期の産業復興を実現するため、福島イノベ構想において重点的に取り組む分野について、実用

化・事業化を目指す地元企業等の研究開発等を支援します。

補助事業の目的

～当補助事業の位置づけ（赤枠）～

※補助事業対象期間は、研究開発中であることから、補助

対象となる製品やサービス、要素技術を用いて収益をあげ

ることは認められません。（有償実証についてはP.24-25

を参照してください。）

浜
通
り
地
域
等

事務局体制

福島県又は管理業務委託団体（デロイト トーマツ

コンサルティング合同会社）が補助事業に関係する事

務や事業の進捗管理について、指導・助言を行います。

一次窓口は弊社事務局でお受けします。不明点や疑

問点があれば、随時、ご連絡ください。

＜お問合せ先＞

福島県地域復興実用化開発等促進事業費補助金

管理業務担当

（デロイト トーマツ コンサルティング合同会社内）

電話： 024-572-3352

メール： dtc_f_jitsuyoka@tohmatsu.co.jp

福島県

管理業務委託団体

デロイト トーマツ

コンサルティング

合同会社

（一次窓口）

事業者

進捗管理等

指導

助言

報告

相談

事務局体制図概要

基礎研究 実証
本格操業

（量産化）
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※地元企業等とは、福島県浜通り地域等に本社、

試験・評価センター、研究開発拠点、生産拠点等が

所在する企業等（登記や実施場所等によって確認）



今年度の交付申請から補助金交付までの流れは以下の通りです

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

今年度

事業

交付申請・

指令前着手申請

交付決定

事業実施

状況報告

中間ヒアリング

確定検査

補助金の交付

次年度

事業

継続提案

審査会

年間スケジュール
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◼ 交付申請書及び指令前着手申請書は、期限を待たずに速やかに、補助金申請システム「jGrants」から提出ください。

◼ 指令前着手承認又は交付決定があり次第、補助事業に着手できます。なお、交付決定は、県が交付申請を受理後30日程度かかります。

◼ 10月末までに、補助事業の進捗及び経費支出の状況を記した状況報告書を提出ください。

◼ 提出された状況報告を基に、補助事業の進捗及び事務処理の状況等について、中間ヒアリングを行います。

◼ 2月末までに、実績報告書及び関係書類を提出ください。2～3月に県の補助額の確定検査を受け、確定した補助額が3月末に交付されます。

◼ 令和8年度も継続して事業を行う事業者は、2月末までに継続事業の交付提案書を提出いただく予定です（時期に変更がある場合は、事前に連

絡します）。3月に審査が行われ、その後、結果が通知されます。

令和8年度の継続提案・審査会は

2月～3月を予定しています

新規事業

新規事業

継続事業、新規事業

速やかにjGrantsから申請ください
継続事業

継続事業

継続事業

状況報告を基に、審査委員による

中間ヒアリングを実施します



2. 補助事業の進め方

～各種申請・報告について～
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交付申請の概要

事業着手にあたり、交付申請書及び関連資料を提出し、県の交付決定を受ける必要が

あります
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提出書類

◼ 交付申請書（様式第1号）

◼ 交付申請に必要な添付資料一式

◼ 交付提案時から変更が生じた書類と変更理由書

◼ 指令前着手申請書

◼ 債権者登録申請書及び通帳コピー（新規事業者、又は変更がある場合のみ）

事務局への提出期限
◼ 令和7年6月27日（金） 17時必着

※福島県の受付期限は7月4日（金）です。早期の事業着手に向けて期限を待たず速やかに提出してください。

提出方法 ◼ jGrants上で申請を受け付けます

留意事項

◼ 経費区分ごとに補助対象となる品目が定められています。事務処理マニュアルを確認し、補助対象外となる経費が含

まれていないか確認ください。

◼ 交付提案時に提出した書類から変更が生じた場合には、変更前・変更後の書類と合わせて変更理由書（任意様

式）を作成して提出してください。

◼ 交付決定には、交付申請書類の提出後から1か月程度の期間を要します。

◼ 交付決定を受ける前に事業を開始することは認められません。交付決定前に発注した取引や従事した人件費等は

補助対象外となります。

◼ 事業遂行上の理由により早期の事業着手を必要とする場合には、指令前着手承認規程を確認の上、交付申請書

とともに指令前着手承認申請書を提出ください。提出日は交付申請書提出日以降の日付としてください。「指令前

着手が必要な理由」は作業工程や時間軸を明確に示したうえで具体的に説明してください。

◼ 提出書類に不備がある場合、交付決定の時期が遅れる場合があります。事務局と事前に内容確認をしたうえで提出

することを推奨します。

交付申請

詳細は、別紙マニュアル

「新規提案・交付申請」

を参照ください

詳細は、別紙マニュアル

「新規提案・交付申請」

を参照ください



状況報告の概要

事業の進捗状況と経費の支出状況を報告するために、状況報告書類と合わせて経費ファ

イルを提出する必要があります

提出書類

◼ 状況報告書（様式第6号）

◼ 支出明細書（様式A）

◼ 経費ファイル（副本）※9月末日までに発生する経費書類一式

事務局への提出期限
◼ 令和7年10月17日（金） 17時必着

※福島県の受付期限は10月31日（金）です。期限に余裕をもって提出してください。

留意事項

◼ 連携申請の場合は、個社ごとに提出する必要があります。但し、内容は統一して作成してください。（企業情報・金

額情報を除く）

◼ 状況報告書は事業進捗の中間資料として審査委員や県担当者が確認するものです。実用化開発等の進捗状況が

分かるように、図や写真、データを用いて具体的、かつ、わかりやすく作成してください。

◼ 状況報告書に記載する支出状況は、提出済みの経費資料と整合していることを確認します。期限通りに提出されな

い場合は補助対象となりませんので、不備のないように準備を進めてください。
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状況報告

実績額は、経費一覧表の発注額との

整合を確認してください

提出方法

◼ jGrants上で申請を受け付けます

◼ 経費ファイルは、現物（副本）を事務局担当者に提出してください

※提出先：デロイトトーマツコンサルティング合同会社（補助事業管理業務委託団体）
住所：〒960-8031 福島県福島市栄町6-6 福島セントランドビル7階

詳細は、別紙マニュアル

「状況報告の提出方法」

を参照ください



変更承認申請の概要

変更承認申請は、変更の必要性が生じた場合に、速やかに提出してください

受付期限は12月末まで、20%を超える減額を行う場合には10月末までに提出してください

提出書類
◼ 変更承認申請書（様式第2号）

◼ 変更前・変更後の支出明細書（様式A）

事務局への提出期限
◼ 令和7年12月末まで

※ ただし、補助対象経費の20パーセントを超える減額を行う場合には状況報告（10月末）までに提出必須

変更承認申請書の

提出事由

◼ 事業内容を変更する場合（有償実証の計画が新たに、もしくはその変更が生じた場合も申請が必要）

◼ 補助対象経費の20パーセントを超える減額変更がある場合

◼ 経費の区分間において±10パーセントを超える補助対象経費の流用増減がある場合（区分間流用）

◼ 補助対象事業の全部若しくは一部を中止し、又は廃止しようとする場合

提出方法 ◼ jGrants上で申請を受け付けます

留意事項

◼ 変更承認申請書の提出後、承認までに1か月程度の期間を要します。区分間流用を行う場合等は、承認前に執行

した経費は補助対象外となりますので、余裕をもって申請書を提出するようにしてください。

◼ 変更承認申請書の提出事由に該当する場合は、変更承認（交付決定）を受けたうえで確定検査を迎える必要が

あります。事業終了間際に変更承認申請が必要にならないよう、計画的な執行をお願いします。
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変更承認申請

詳細は、別紙マニュアル

「変更承認申請の提出方法」

を参照ください



概算払請求の概要

概算払を必要とする場合には、1回に限り、交付決定額の1/2を上限に申請できます

必要書類と合わせて、請求金額の根拠となる経費ファイルを提出してください

提出書類

◼ 概算払請求書（様式第5号）

◼ 支出明細書（様式A）

◼ 資金計画書

◼ 経費ファイル（副本）※概算払対象の経費書類一式
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概算払請求

提出方法

◼ jGrants上で申請を受け付けます

◼ 経費ファイルは、現物（副本）を事務局担当者に提出してください

※提出先：デロイトトーマツコンサルティング合同会社（補助事業管理業務委託団体）
住所：〒960-8031 福島県福島市栄町6-6 福島セントランドビル7階

詳細は、別紙マニュアル

「概算払請求の提出方法」

を参照ください

実績額は、経費一覧表の支払済額と

の整合を確認してください

留意事項

◼ 概算払いの審査時には、申請書類と合わせて経費ファイルを確認します。対象とする経費項目について、事務処理マ

ニュアルに定める一連の書類が適切に整理された状態で事務局に提出するようにしてください。

◼ 概算払い請求額の対象は、納品・支払いが完了しており、経費書類を提出できる書類に限ります。分割納品・分割

払い等で役務や支払いの一部が完了していない場合は、認められません。

◼ 提出書類に不備が多い場合には受理されません。

◼ 概算払請求が県に受理されたのち、振込までに1か月程度の期間を要する場合がありますので、余裕をもって提出して

ください。



実績報告・精算払請求の概要

実績報告時には、実績報告書、精算払請求書等と併せて経費書類を取り纏めたファイル

の提出が必要です
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提出書類

◼ 実績報告書（様式第7号）

◼ 精算払請求書（様式第8号）

◼ 取得財産等管理明細表（様式第11号）

◼ 支出明細書（様式A）

◼ 経費ファイル（副本）※補助対象の経費書類一式

事務局への提出期限
◼  令和8年2月16日（月）

※ 福島県の受付期限は2月27日（金）

提出方法

◼ jGrants上で申請を受け付けます

◼ 経費ファイルは、現物（副本）を事務局担当者に提出してください

※提出先：デロイトトーマツコンサルティング合同会社（補助事業管理業務委託団体）
住所：〒960-8031 福島県福島市栄町6-6 福島セントランドビル7階

留意事項

◼ 実績報告書は、補助するに値する開発成果を生み出しているかを判断する根拠資料のほか、次年度の審査資料の

一部として扱われるため、補助事業の成果が把握できるよう、データや写真を用いて定量的かつ具体的に説明するよう

にしてください。なお、当初計画した内容は、未達成のものも含め、必ず記載して下さい。

◼ 次年度の継続提案作業と並行して実績報告の対応を進める必要があります。時間に余裕を持ってご対応ください。

◼ 記載が不十分又は書類に不備がある場合は、再提出が必要となりますので事務局の事前確認を受けた上で提出す

ることを推奨します。

◼ 必要書類等提出後に、福島県にて補助金額の確定検査を行い、問題がなければ補助金の支払いが行われます。

問題がある場合は、関連書類の修正が発生しますので、予めご了承ください。

実績報告

詳細は、別紙マニュアル

「実績報告・精算払請求の

提出方法」を参照ください

実績額は、経費一覧表の支払済額と

の整合を確認してください
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中間ヒアリングの概要

事業の進捗状況を確認するために、中間ヒアリングを実施します

目的

◼ 10月末提出期限の状況報告に基づき、各事業計画の進捗状況を確認します。

◼ 各事業計画の状況報告を踏まえ、成果創出及びリスク解消を図るために、必要に応じて方向修正・改善指示を行います。

◼ 3月実施予定の継続提案の書面審査において、当年度成果目標を達成できたか否かの判断材料の1つとします。

実施方法

◼ 実施時期 ：令和7年11月～12月（予定）

◼ 対象事業者：一定の基準に基づき選定し、通知します。

◼ 実施方法 ：オンラインによる面談方式（ヒアリング）

◼ 活用書類 ：状況報告書

事業総括シート、状況管理4表

変更承認申請書（該当する場合）

中間ヒアリング

チェックの観点

✓ 交付申請時に示した各要素技術について、実用化達成基準やス

テージゲートの達成に向けた進捗管理が適切に行われているか。

✓ 開発の進め方は問題ないか。年度内の成果創出に向けて、方向性

の修正や改善の必要性はないか。

✓ 事務処理は適切に行われているか。行われていない場合、改善に

向けた取組が行われているか。



確定検査の概要

確定検査では、「書面（経理）に関する検査」と「現物に関する検査」を実施します
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確定検査

確定検査の記載

～募集要領（抜粋）～

◼ 確定検査にあたっては、補助事業の対象となる経費にかかる帳簿及び全ての証拠書類を備え、他の経理と明確に区分して整理することが必要にな

ります。

◼ 確定検査には、現地での検査も含みます。検査では、開発した成果品や整備した施設・機械設備の確認等を行うことになります。

書面（経費）に関する検査

福島県が定めた交付要綱・募集要領・マニュアル等に従い、会計処理が正確、適法、妥当に実施されてい

るか検査を行う。

※提出いただく実績報告書や経費ファイル等を確認します。

現物に関する検査 開発した成果品や整備した施設・機械設備が実際に製作・管理されているか検査を行う。



現地確認の当日の進め方

現地確認は、2月中旬から3月上旬にかけて福島県の担当者が実施します

当日は、開発結果の報告と現物の検査を含め、約2時間程度かかります

実施方法（40分）

◼ 本年度の実用化開発等の結果について事業者

より報告いただく

使用する資料

◼ 実績報告書（2月実施で未作成の場合、

交付申請書、WBS、成果物管理表で代用）

◼ 成果物管理表

実施方法（60分）

◼ チェックリストをもとに、本事業の成果物や取得し

た施設・機械設備のすべてを目視で確認する

※必要に応じ写真や動画のチェックで代替する

使用する資料

◼ 成果物管理表

◼ 様式第11号「取得財産等管理明細表」

実施方法（10分）

◼ 現物に関する検査の総括を行う

使用する資料

◼ なし

3. 現物検査の

総括
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確定検査現地確認の実施概要

分類 内容

時期 2月中旬～3月上旬

担当者 福島県担当者

実施場所 浜通り地域等における事業者の実用化開発拠点

現地確認の

実施方法

• 福島県担当者は、①補助事業者から実用化開発

等の結果の報告を受け、②現物に関する検査を

行った後、③不備不足等があれば追加提出依頼を

するなど総括を行います

• 連携提案は、複数事業者を一括で検査します

• 書面等で確認可能な成果品は、現地確認後に

確認することがあります

浜通り地域外

での現物確認

方法

• 現物や保管場所（ビル全体、入り口から保管部屋

まで）の写真又は動画が検査時にあること

• 全ての写真に同一担当者が映っていること

• 試作品等、動作確認が必要な成果物の場合は、

動画（担当者の操作映像含む）があること

1.実用化開発

結果の報告

2. 現物に関する

検査



成果物管理表をもとに、成果品が実際に存在するかを確認します

成果品の確認方法

成果物管理表をもとに本年度の成果が存在するかを確認

成果物管理表とは、作業を実施していく中で作成される成果物の管理表となり、申請書に記載されている最終的な成果物だけではなく、その過程で作

成される中間成果物も管理対象である。成果物管理表をもとに、成果が存在するか、内容が十分であるかを確認する。

＜文書が成果物のときの確認点＞

• 記載されている文書が存在するかを確認する(電子での提示も可)

• 文書が何の目的で作成されたものか、その目的を満たす内容であるかを

確認する(例えば、試験結果報告書であれば、試験の条件、内容、結

果等が記載されているかを確認)

＜モノが成果物のときの確認点＞

• 記載されているモノが存在するかを確認する(写真での確認も可)

• モノがどのような特徴を有するのか、動作をするのか事業者から説明を受

け、実際に動作をするか確認する(ハードウェアの場合、動画での確認も

可)

「現物確認チェックリスト」（別紙1）の検査ポイント

A-1. 進捗管理表（WBS）で完了となったタスクに関連する成果物(中間成果

物)はあるか

A-2. 研究資産として適正に管理されているか(粗雑に管理されていないか)

保管場所が決められておらず、乱雑に管理されていることがないか、研究資産とし

て適切な保管場所で管理されているか確認する。

A-3. 当補助事業以外に使用していないか

該当する成果物の実証試験等での使用実績を口頭で確認し、本補助事業以

外で使用されていないか確認する

成果物管理表(例)

成果物(例)

成果が実際に存在するか確認

17

確定検査



取得財産等管理明細表（様式第11号）を基に、取得した機械設備・施設等が適正に

管理されているかを確認します

本補助事業で取得した機械設備・施設等の確認方法

取得財産等管理台帳を基に取得した機械設備・施設等が適正に管理されているかを確認

取得財産等管理台帳（様式第11号）は、50万円以上(税抜)で取得した機械設備・施設等を管理する台帳です。取得財産は、補助事業者の所有

となります。当補助事業の目的に即した研究資産として適正に管理してください。取得財産は、補助事業終了後も、補助事業者が善良な管理者の注

意をもって管理し、補助金交付の目的に従ってその効率的運用を図らなければなりません。

「現物確認チェックリスト」（別紙1）の検査ポイント

B-1/C-1.研究資産として適正に管理されているか

研究資産として適切な保管場所で管理されているか確認する

B-2/C-2.当補助事業以外に使用されていないか

該当する設備の実証試験等での使用実績を口頭で確認し、本補助事業以外で使用

されていないか確認する

B-3.交付申請書の施設等整備計画書に記載されたものか

交付申請書の施設等整備計画書に基づき設置された施設であるか確認する

C-3.他の設備等と明確に区別しているか

見える位置にラベルを貼付している等他の設備との区別がされているか確認する

B-4/C-4.規模は適切か

本補助事業における設置目的に適した規模であり、過剰な投資となっていないか確認

する

C-5.購入した機械設備は当該事業の計画に照らして十分に使用されているか

該当する設備の実証試験等での使用実績を口頭で確認し、当初計画に照らして十分

に使用されているか確認する(購入しただけではないことを確認)

C-6.改造の履歴についてその目的、内容が分かるように書類を整理しているか

改造を実施した場合、改造履歴・目的が明瞭な書類、改造前後の設備を記録した写

真等が管理されているか確認する

B-5/C-7.発注した内容と適合するか

管理台帳に記載の金額、取得年月日等の内容が、経費証憑の請求金額、検収日等

の内容と適合しているか確認する

※一部抜粋
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確定検査

※実物イメージは次頁を参照機械設備（例）

様式第11号（例）



確定検査の際は、県の検査員が写真撮影するため、当該財産の付箋番号・案件名・取

得年月日が分かるように標識（案内表示）を用意してください

確定検査時の財産の提示方法（イメージ）

19

確定検査

補助事業で取得した財

産であることを示すシール

を添付してください

財産の経費一覧表上の付

箋番号・案件名・取得年月

日が分かるように標識（案

内表示）を用意してください

県の検査員が撮影する写真に

納まるよう配置してください
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（参考）「現物確認チェックリスト」（別紙1）

対象項

目
No 検査ポイント 確認する書類等

成果物

A-1 WBSで完了となったタスクに関連する成果物（中間成果物含む）はあるか 成果物

A-2 研究資産として適正に管理されているか(粗雑に管理されていないか） 成果物

A-3 当補助事業以外に使用していないか 成果物

施設

B-1 研究資産として適正に管理されているか(粗雑に管理されていないか） 補助事業で設置した施設

B-2 当補助事業以外に使用していないか 補助事業で設置した施設

B-3 交付申請書の施設等整備計画書に記載されたものか 補助事業で設置した施設

B-4 規模は適切か（過剰投資となっていないか） 補助事業で設置した施設

B-5 発注した内容と適合するか 補助事業で設置した施設、契約書等

B-6
＜浜通り地域外の場合＞

施設全体及び、施設内の全間取りの写真があり、全写真に同一の担当者が写っているか（既存施設の一部を改

修又は新設した場合、既存施設の全体及び入り口から工事場所までの経路すべての写真があるか）

補助事業で設置した施設に係る写真

機械

設備

C-1 研究資産として適正に管理されているか(粗雑に管理されていないか） 補助事業で設置した機械

C-2 当補助事業以外に使用していないか 補助事業で設置した機械

C-3 他の設備等と明確に区別（見える位置にシールを貼り付ける等）しているか 補助事業で設置した機械

C-4 規模は適切か（過剰投資となっていないか） 補助事業で設置した機械

C-5 購入した機械設備は当該事業の計画に照らして十分に使用されているか（機器の使用履歴に問題がないか） 補助事業で設置した機械

C-6
購入した機械設備等に改造を加える場合、改造の履歴についてその目的、内容が分かるように書類を整理している

か（改造の前後の状態がわかるように写真等での記録も残しているか）
改造履歴・目的の分かる書類・写真

C-7 発注した内容と適合するか 補助事業で設置した機械、契約書等

C-8
＜浜通り地域外の場合＞

現物及び保管場所の写真に加え、保管施設全体の写真及び、入り口から保管場所までの経路すべての写真があり、

全写真において同一の担当者が写真を確認できているか

補助事業で設置した機械に係る写真等

C-9
＜浜通り地域外の場合＞

試作品等の成果物が浜通り地域外にある場合、担当者が操作している様子等、動作確認が十分にできる動画を

確認できているか

補助事業で設置した機械に係る動画等



3. 今年度の事務処理方針
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事務処理マニュアルは、当補助事業に係る経理処理及び検査等を実施する際に準備して

おくべき資料等の基本事項を定めています。県が公開する最新版を参照してください

ページ 内容 変更後

4 変更承認を必要とする事由
有償実証の計画を追加もしく変更する場合に変更承認を必要とする旨を追記（赤字部分）しました。

事業内容を変更する場合（有償実証の計画が新たに、もしくはその変更が生じた場合を含む）

5 有償実証の考え方 「2有償実証の考え方」を新設しました。※詳細は事務処理マニュアルP.54-55を参照のこと

9
年度末の支払い処理に関する

留意事項

年度末のクレジットカード払いによる決済について、推奨事項を追記（赤字部分）しました。

【掛け払い等の扱い】

支払手形、一括支払い信託での取引は補助対象外と記載されているが、掛け払いやクレジットカードはど

のような扱いになるのか。

掛け払いやクレジットカードでの取引に関しては、決済するタイミングが補助期間内であり、それを証明できる

のであれば補助対象となります。

なお、この場合でも証憑としては銀行振込受領書までの提出が必要となりますが、銀行振込受領書の日

付が補助期間外となっていることは問題ありません。

ただし、銀行振込受領書の取得までに一定の期間を要することから、1月以降は原則クレジットカードによる

支払いを避けることを推奨しています。

事務処理マニュアルの主な改正箇所（1/2）
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事務処理マニュアルは、当補助事業に係る経理処理及び検査等を実施する際に準備して

おくべき資料等の基本事項を定めています。県が公開する最新版を参照してください

ページ 内容 変更後

17 人件費の経理書類のまとめ方

提出書類について、赤字部分を削除しました。

【共通】研究開発体制図、時間単価の積算根拠（就業規則・給与規程、補助事業期間を含む営業日

カレンダー等）、人件費一覧（年間合計）、人件費一覧（月別）

【発生案件ごと】賃金台帳又は給与明細写し、「補助事業従事実績報告書」様式、出勤簿/タイムカード、

銀行払込受領書等

22 経費ファイルのまとめ方 有償実証に要する経費・報告書類のまとめ方イメージを追加しました。

54

55
有償実証の詳細 有償実証の基本的な考え方、活動報告、経理処理の実施方法、書類のまとめ方を新設しました。

事務処理マニュアルの主な改正箇所（2/2）



◼ 補助事業期間中に有償実証（想定顧客等からのフィードバックを技術開発に反映するために製品や

サービスの試作品を有償で提供するもの）を行うことは可能ですが、以下の項目に対応するとともに、

その売上高相当分に補助率を乗じた額を補助金相当額から控除する必要があります。有償実証の結果、

売上高が交付提案書に記載した計画値に満たない場合においても、補助金の増額は認められませんので

ご留意ください。

➢ 交付提案書への活動計画の記述（有償実証の内容、時期、実用化・事業化に向けた必要性、売上高の見込み等を記載する）

➢ 月次での事務局への活動状況報告（提供先・価格等の報告含む）

➢ 有償実証の実施結果のまとめと実績報告書への記述（経費内訳の作成時は、補助金相当額から交付提案時に控除した額（売上高

の計画値に補助率を乗じた額）を減じることで補助金申請額を算出します。なお、有償実証による売上高の実績額は実績報告書に記

載してください）

◼ また、有償実証するために要する経費は補助対象としますが、交付申請書に記載した有償実証で得られる

売上高の計画値の範囲内としてください。

➢ 有償実証に要する経費を申請する場合も、経費書類を整理して提出する必要があります。通常の経費と区別して管理する目的から、経

費一覧表を作成する際は、ファイル名冒頭に【有償実証】と記載のある資料を使用してください。

◼ 年度途中に有償実証の計画が新たに、もしくは変更が生じた事業者は、

変更承認申請書を提出し、あらかじめ知事の承認を得る必要があります。

◼ 上記「有償実証の考え方」については、変更等が生じる場合がありますので事務局からの指示に

従ってください。
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有償実証の考え方

補助事業期間中に収益を上げることは原則認められていませんが、以下の有償実証の

考え方に合致する内容については、予め県の承認を得た場合に限り実施が認められます

R7

新規



◼ 有償実証を実施する場合は、月次で活動状況を事務局に報告するとともに、

有償実証の実施結果を取りまとめ、状況報告書・実績報告書にて報告する必要があります。

◼ 月次報告では、有償実証の具体的な内容、得られた効果、提供先、活動期間、売上情報等の報告と

あわせて、そのエビデンスとして以下の資料を提出いただきます。その他、追加提出を指示する場合が

ありますので、事務局からの指示に従ってください。

➢ 発注書や契約書

➢ 納品書

➢ 現物の写真

➢ 請求書

➢ 銀行振込受領書等

◼ 有償実証に要する経費を申請する場合も、経費書類を整理して提出する必要があります。

通常の経費と同様の処理が求められますので、該当する経費区分の説明を参照しながら適切に

経理処理を進めるようにしてください。

◼ また、通常の経費と区別して管理する目的から、経費一覧表を作成する際は、ファイル名冒頭に

【有償実証】と記載のある資料を使用してください。

25

有償実証の活動報告・経理処理の実施方法

有償実証を実施する場合は、事務局に活動状況を報告するとともに、通常の経費と同様

に経費書類を整理して提出する必要があります

R7

新規



1-①. 事務処理の基本ルール
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事務処理方法

当補助事業では事務処理マニュアルに則り、適切な処理等を行う必要があります

補助事業者は補助事業に係る費用の発生に当たって、価格の妥当性及び適切な経理処理等について、第三者に対し

合理的に説明・立証する必要があります。

基本的な

考え方

最終的な補助の可否は、事務処理マニュアルの考え方に基づき、事業終了後、県において判断します。解釈に不明瞭な

点がある場合、事務局に確認してください。

県が補助金として補助事業者に支払う金額は、補助事業終了後の確定検査において確定します。そのため、支払う金額

は交付決定額以下になる場合があります。

補助の判断

経理処理

当補助金は単年度事業であり、事業期間は交付決定がなされた年度の2月末日までとしています。

※本年度は、令和8年2月27日（金）まで

なお、補助対象経費は補助期間内に支払いまで完了する必要がありますので、早期の発注を心

掛けてください。事業が予定期間内に終了しないことが見込まれる場合には、あらかじめ事故（遅

延）報告書を県に対して提出し、指示を受ける必要があります。

①施設工事費 ②機械設備費 ③調査設計費 ④人件費 ⑤材料費等 ⑥外注費

⑦委託費 ⑧その他諸経費 ⑨間接経費

補助事業の経費については、帳簿及び全ての証拠書類を備え、他の経理と明確に区分して経理

し、常にその収支の状況を明らかにしておかなければなりません。適時適切に保管し、事務処理マ

ニュアルに沿ったまとめ方を行ってください。

なお、帳簿及び証拠書類について、補助事業の完了後5年間は、県の要求があったときに、いつで

も閲覧に供せるよう保存しておく必要があります。また、会計検査院による検査は、事業者が保管

する正本に基づき実施されますので、県に提出する副本との整合性をきちんと担保しておくことが必

要となります。

補助

事業期間

補助事業の

対象経費

書類のまとめ方と

必要な添付書類
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補助対象経費

補助対象経費は、①施設工事費②機械設備費③調査設計費④人件費⑤材料費等

⑥外注費⑦委託費⑧その他諸経費等の直接経費、及び間接経費で構成されます

経費区分 内容

1

直

接

経

費

①施設工事費

実用化開発等を行うために不可欠で最低限必要な施設（これらと一体的に整備される設備を含む。）の整備又は改修に

要する経費（土地の取得造成費、既存建物解体費、既存設備の撤去費、外構工事費その他施設本体に直接関係のな

い工事費を除く。）及び既存設備の移設に必要な経費（実用化開発等を行うために不可欠で最低限必要な既存設備で

あって、新規に導入する設備と合わせて使用する必要がある設備の移設で、移設に係る経費が、既存設備と同じ設備を新

たに導入するより経済的である場合に限る。）

②機械設備費

実用化開発等に必要な機械装置（ソフトウェアを含む。）の購入、試作、改良、据付け、借用又は修繕等に必要な経費

及び実用化開発等を実施するために直接必要な機械装置を製作するために必要な工具器具備品（木型、金型を含み、

耐用年数1年以内のものを除く。）の購入、試作、改良、据付、借用又は修繕に要する経費

③調査設計費 ①施設工事費、②機械設備費に係る調査費及び設計費

④人件費 実用化開発等に直接従事する者の人件費

⑤材料費等 実用化開発等に必要な材料､副資材､消耗品等の購入に要する経費

⑥外注費 実用化開発等に必要な加工等試作、試験･実験､分析､ソフトウェア製作等を外注する場合に要する経費

⑦委託費
民間企業､大学､公設試験場等へ実用化開発等の一部を委託する場合（試験･評価､知的財産権先行調査･弁理士費

用（特許印紙代等を除く）､市場調査等実用化開発等に必要な調査等の委託を含む。)に要する経費

⑧その他諸経費
実用化開発等に必要な謝金（専門家や地元支援機関への相談に要する経費を含む）､旅費、事務経費(通信・運搬費、

印刷製本費、使用料・賃借料､光熱水費、補助員費、展示会出展･市場調査等に必要な経費を含む。)

2 間接経費 1 直接経費の5パーセント以下
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留意事項（1/2）

事務処理マニュアルを熟読の上、各種ルールを順守してください

（管理）

◼ 補助事業において、取得し又は効用が増加した単価50万円（税抜）以上の機械、器具、設備及びその他財産は、

実績報告時に様式第11号（取得財産等管理明細表）により報告するとともに、様式第10号（取得財産等管理

台帳）を記帳整理し、補助事業者で管理してください。

◼ 取得財産は、補助事業者の所有となります。当補助事業の目的に即した研究資産として適正に管理してください。

◼ 取得財産は、補助事業終了後も、補助事業者が善良な管理者の注意をもって管理し、補助金交付の目的に従って

その効率的運用を図らなければなりません。

（処分）

◼ 取得財産の処分については、県の指示に従っていただきますので、事前にご相談下さい。委託先において、委託費で購

入した機械設備も補助事業者の所有となります。（委託先の所有となる場合でも処分制限財産となりますのでご注

意ください）

◼ なお、補助事業者は、取得財産を、補助事業期間終了後、財産処分制限期間中に、処分する場合には、様式第

12号により財産処分承認申請を行い、残存簿価相当額に補助率を乗じて得た額を県に納付する義務があります。

ただし、補助事業終了後、福島県浜通り地域等をはじめとする県内の事業所において当該取得財産を用い、補助

事業の成果を活用した事業活動を行う場合は、当該額を県に納付する義務は負わないこととします。

取得財産等の

管理・処分

◼ 当補助事業の完了により収入がある場合、又は当補助事業の成果に基づき産業財産権等を取得し、その譲渡又は

実施権の設定、その他の成果を供与する場合には、交付要綱に基づき県に対してその旨の報告を行う必要があります。

【補助事業から生じた売上高算定時の留意事項】
※交付要綱様式第13号「実用化状況報告書」（別紙添付資料：単年度生産コストベース、累積投資ベース）参照

◼ 福島県浜通り地域等をはじめとする県内の事業所において補助事業の成果を活用して事業活動を行い、当該事業活

動により売上を上げた場合、納付額算定式中の「補助事業に係る売上高」から、当該売上に相当する額は除く。

収益納付
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留意事項（2/2）

事務処理マニュアルを熟読の上、各種ルールを順守してください

当補助事業が完了した場合、事業の成果について、展示会や発表会などで発表を指示します。

当補助事業が完了後、事務局が当補助事業の成果の普及を図るため、展示会や発表会などの協力を要請する場合が

あります。その際は、最大限の協力を行っていただきますので、予めご了承ください。（交付要綱第24条）

成果の発表

当補助事業において支払った消費税に対して補助金を交付している場合、補助金に係る消費税の仕入控除税額が発生

することがあります。この場合、消費税の確定申告終了後速やかに報告することが必要です。

消費税仕入控除税額が確定し、補助事業者からの報告を受けた場合には、当該消費税仕入控除税額に係る補助金

の返還を命じることとなります。

消費税

仕入控除税額

追跡調査として、補助事業の完了後5年間は、その後の実用化・事業化の進捗状況や技術開発・実証成果の波及効

果、特許等の出願・実施許諾等の状況等について所定の様式により、報告することが必要です。

また、必要に応じて県が行う本事業に関する調査に最大限の協力をいただきますので、予めご了承ください。

事業完了後の

追跡調査への協力

補助事業を遂行するため、売買、請負その他の契約をする場合、若しくは補助事業の一部を第三者に委託し、又は第三

者と共同して実施しようとする場合の契約（契約金額100 万円未満のものを除く）に当たっては、経済産業省及び福島

県から補助金交付等停止措置又は指名停止措置が講じられている事業者を契約の相手方とすることは原則できません。

補助事業の実施体制が何重であっても同様となります。

指名停止措置等が

講じられている事業者

との契約の禁止



31

情報共有ツール

情報共有ツール、SharePoint（DOL：Deloitte OnLine）によって、事業進捗の共有

や管理ツール、経費書類のバージョン管理等を行います

管理ツール例

各種証憑類

経費一覧表

セルフチェックリスト

情報共有ツールの実現イメージ

ペーパーレス

書類のバージョン管理

SharePoint

福島県

事業者 事務局

最
新
情
報
の
確
認

メールやり取りの廃止

事業総括シート等

必須

任意 ※書類（紙）での提出は必須です

事業実施



1-②. 事業実施中の状況確認検査
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状況確認検査の位置づけ

補助事業の進捗状況等を確認するために、状況確認検査を実施します

＜要領における状況確認検査の記載＞

県または管理業務委託団体が各種の状況確認（進捗状況、課題、成果、経理処理状況等）を月1回程度実施します。なお、本検査は、事業者の

状況に応じて頻度を増減する場合があります。

本記載を踏まえ、現地又はオンラインにて、補助事業者が作成する各管理ツールに基づき、下記の検査を行います。

事業実施

財務状況及び

今後の経費支出に関する

検査（確認）

◼ 補助事業に必要となる資金の調達状況について確認します。

◼ 年度末の交付金支払いに向け、経費の支出予定を確認します。

なお、特に施設工事費や機械設備費において高額の発注を予定している場合には、

具体的な発注計画についても説明を求めます。

現物に関する検査
◼ 開発した成果品や整備した施設・機械設備が実際に製作・管理されているか検査

を行います。  

事務処理に関する

検査

◼ 県が定めた交付要綱・募集要領・事務処理マニュアル等に従い、会計処理が適

法・正確・妥当に実施されているか検査を行います。

実施状況に関する

検査

◼ 計画通り成果を出せるか、プロジェクトの進捗や課題管理の状況等の検査を行いま

す。本年は特に次の2点を重点的に確認していきます。

① 浜通り地域等で計画された事業の進捗状況について

② 自治体連携協定に基づく事業の実施状況について

経費費消状況表

資金計画管理表

成果物管理表

経費一覧表

チェックリスト等

進捗管理表（WBS）、

課題管理表

実施概要 主な管理ツール

新規採択事業者への初回訪問は7月中～下旬にかけて実施を予定しており、その際、経費書類の処理状況について重点的に確認を行います。



状況確認検査の流れ

初回面談時は、今後の進め方を説明するとともに、管理ツールの使い方を個別解説します

2回目以降の面談時から本格的な状況確認検査を実施します

進め方の説明／管理ツールの作成指導 

状況確認の実施／経費書類の取りまとめ支援

円滑な確定検査（最終目標）

＜初回の検査時＞ ※7月中旬から下旬にかけて順次実施いたします。

• 状況確認面談の検査ポイントや、流れを説明

（経費書類の取りまとめ支援方法も合わせて説明）

• 管理ツール（詳細は次ページ以降参照）の作成状況を確認し、

必要に応じて使い方を個別に解説します

• 浜通り地域等内の実用化開発場所を確認

• 自治体連携推進枠で申請している事業者は、自治体担当者が同席

出来るよう調整をお願いいたします。

＜2回目以降の検査時＞ ※必要に応じて福島県担当者も同席
• 管理ツールをもとに状況確認検査を実施

• 昨年度の不備状況を踏まえ、事業者先で経費書類の取りまとめ支

援を実施

• ①浜通り地域内雇用や契約（支払い）実績/②自治体連携協定

に基づく事業の実施状況を重点的に確認

Start

Goal

34

事業実施



3-④. 各種管理ツールの使用方法
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報告関係２表と状況管理４表

報告関係2表と状況管理4表を連動させることで、一貫性ある事業進捗管理を実現すると

ともに、資金計画管理表により実行性を補完します

状況管理４表

進捗管理表（WBS）

✓ 要素技術ごとの進捗状況を判断

✓ 事業進捗の予実管理

経費費消状況表

✓ 予算の執行状況を判断

✓ 変更承認等の可能性を判断

課題管理表

✓ 作業工程ごとの課題の有無

✓ 課題の解決状況

成果物管理表

✓ 開発要素ごとの成果物の整理

✓ 成果物の管理状況

資金計画管理表

✓ 資金調達計画を管理

✓ 財務リスクを判定

報告関係２表

月次報告書

✓ 事業進捗を月次で福島県へ報告

✓ 事務局による月次検査資料で使用

事業総括シート

✓ 補助事業の到達目標を共有

✓ 中間ヒアリングの資料として使用

要約

総括

情報転記

補完

有償実証報告書

✓ 有償実証の活動実績を管理

✓ 提供先や価格等の報告

R7

新規



事業総括シートとは

1年間の事業目標をポイントごとに整理することで、具体的な成果目標を事業者/県・事務局間で共有するとともに、10月末時点での進捗状況を目的

に照らして整理することで、年度後半に向けた課題の洗い出し等に繋げるためのシートです

37

事業総括シートの概要と使用方法

事業総括シートは、当年度の事業目標を随時意識し、県・事務局と進捗を共有するため

に用いるとともに、状況報告（中間ヒアリング）時の提出物にもなります

＜事業総括の使用方法＞

Ⓐ

Ⓑ

Ⓒ

Ⓓ

初回検査までに赤文字部分を入力してください。今年度の事業目標や最終的な事業目標を、事業者と事務局で共有するために用います。

10月末の状況報告時点の進捗状況を記載して下さい。中間ヒアリングの参考情報となります。

経費費消状況表などの入力情報をもとに自動計算されます。

変更承認申請や概算払請求を予定している場合は、忘れずに入力してください。

報告関係

A

B

C

D



月次報告書とは

月ごとの事業進捗状況を適時に取りまとめ、県・事務局と情報共有するためのツールです

38

月次報告書の概要と使用方法

月次報告書は、各要素技術の開発進捗のほか関連する事項を要約して県・事務局に事

業進捗を報告するものです

＜月次報告書の使用方法＞

Ⓐ

Ⓑ

Ⓒ Ⓓ

Ⓔ

月末を基準日として、事業の実施状況を記載します。

事業の実施状況は、各要素技術を単位として記入してください。出来る限りステージゲートを意識して記入願います。

事務処理、自治体連携など事業実施に関して共有すべきことがあれば、幅広に記入してください。

実用化に向けたプラス材料/マイナス材料について共有すべきことがあれば、幅広に記入してください。

事務局に対する質問事項/要望事項等があれば、記入してください。

報告関係

A

B

C

D

E

Ⓒ

Ⓓ

県へ共有します



進捗管理表（WBS）とは

計画した成果を得るために必要な作業内容を洗い出し、進行状況を把握し、必要に応じて作業の見直しを行うための管理表です

39

進捗管理表（WBS）の概要と使用方法

事業計画の確実な遂行のため、進捗管理表（WBS）を作成して事務局と共有してくだ

さい

＜WBSの使用方法＞

Ⓐ Ⓑ Ⓒ Ⓓ Ⓔ

大分類は「要素技術」単位で記載して下さい。（ドロップダウンリストで選択できるようになっています。）

中分類は、要素技術を構成する「開発要素」単位で記載して下さい。

小分類（作業工程）は、事業進捗を管理するために、担当者レベルで作業内容が確認できる粒度で記載してください。

ステージゲートの達成度合いを測る作業工程に「○」を付けてください。

ドロップダウンリストから進捗状況のステータスを選択してください。

作業の予定と実績を記載してください

進捗管理

A

B

C

D

E



課題管理表とは

課題管理表とは、以下のいずれかに該当する場合に取り組むべき対策をまとめる管理表です

＜課題の定義＞

①進捗が遅延している／遅延リスクがある ②想定外の問題が発生している

③事務局からの指導助言を受けた事項がある ④その他特筆すべき事項がある

40

課題管理表の概要と使用方法

課題とその対応状況の把握のため、課題管理表を作成して事務局と共有してください

＜課題管理表の使用方法＞

ⒸⒷⒶ Ⓓ Ⓔ

A 進捗管理表（WBS）上で課題の発生しているタスクのNo.を入力してください

B 課題が生じている要因および今後の影響を記載してください

C 課題を解決するために必要となる具体的な対応策を記載してください

D 進捗状況と今後の見込みについて記載してください

E プルダウンで「対応中」/「完了」のいずれかを選択してください

進捗管理



成果物管理表とは

作業を実施していく中で作成される成果物の管理表となります

なお、交付申請書で記載いただいた最終的な成果物に加え、その過程で作成される成果物も管理対象としており、現物検査で使用します

41

成果物管理表の概要と使用方法

補助事業の最終成果物やその中間生産物を確認するため、成果物管理表を作成して事

務局に報告してください

Ⓐ Ⓑ

＜成果管理表の使用方法＞

中分類ごとに想定される成果物を記載して下さい。

ドロップダウンリストからステータスを選択してください。

A

B

Ⓐ

進捗管理



経費費消状況表

事業計画名
企業・団体名

【予算】　※人件費以外は、原則、発注ベースで記載ください (単位：円)
経費区分 合計 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

①施設工事費 50,000,000 0 0 0 50,000,000 0 0 0 0 0
②機械設備費 10,000,000 0 10,000,000 0 0 0 0 0 0 0
③調査設計費 5,000,000 0 5,000,000 0 0 0 0 0 0 0
④人件費 43,000,000 4,000,000 4,000,000 4,000,000 4,000,000 4,000,000 6,000,000 6,000,000 6,000,000 5,000,000
⑤材料費等 1,500,000 0 0 0 500,000 500,000 500,000 0 0 0
⑥外注費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
⑦委託費 7,000,000 0 4,000,000 3,000,000 0 0 0 0 0 0
⑧その他諸経費 11,800,000 1,200,000 1,200,000 1,200,000 1,200,000 1,200,000 1,500,000 1,500,000 1,500,000 1,300,000

合計 128,300,000 5,200,000 24,200,000 8,200,000 55,700,000 5,700,000 8,000,000 7,500,000 7,500,000 6,300,000
間接経費 6,415,000 260,000 1,210,000 410,000 2,785,000 285,000 400,000 375,000 375,000 315,000

経費総計 134,715,000 5,460,000 25,410,000 8,610,000 58,485,000 5,985,000 8,400,000 7,875,000 7,875,000 6,615,000

【実績（金額）】　※発注済は見込として実績に含む (単位：円)
経費区分 合計 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

①施設工事費 48,000,000 0 0 0 48,000,000 0 0 0 0 0
②機械設備費 8,149,272 0 8,149,272 0 0 0 0 0 0 0
③調査設計費 4,395,808 0 4,395,808 0 0 0 0 0 0 0
④人件費 40,613,004 4,643,469 1,461,420 3,475,694 4,080,829 6,130,393 2,114,359 6,066,068 4,032,640 8,608,131
⑤材料費等 1,285,685 0 0 0 76,203 800,996 408,486 0 0 0
⑥外注費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
⑦委託費 6,399,192 0 3,637,878 2,761,314 0 0 0 0 0 0
⑧その他諸経費 10,188,968 1,778,429 1,478,645 472,853 501,315 757,023 1,022,960 1,992,557 1,207,863 977,321

合計 119,031,929 6,421,899 19,123,023 6,709,862 52,658,347 7,688,411 3,545,805 8,058,625 5,240,503 9,585,452
間接経費 6,030,058 321,095 1,023,897 335,493 2,654,107 369,371 181,866 402,931 262,025 479,273

経費総計 125,061,987 6,742,993 20,146,921 7,045,355 55,312,454 8,057,782 3,727,671 8,461,557 5,502,529 10,064,725

【実績（割合）】 (単位：％)
経費区分 合計 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

①施設工事費 96% - - - 96% - - - - -
②機械設備費 81% - 81% - - - - - - -
③調査設計費 88% - 88% - - - - - - -
④人件費 94% 116% 37% 87% 102% 153% 35% 101% 67% 172%
⑤材料費等 86% - - - 15% 160% 82% - - -
⑥外注費 - - - - - - - - - -
⑦委託費 91% - 91% 92% - - - - - -
⑧その他諸経費 86% 148% 123% 39% 42% 63% 68% 133% 81% 75%

合計 93% 123% 79% 82% 95% 135% 44% 107% 70% 152%
間接経費 94% 123% 85% 82% 95% 130% 45% 107% 70% 152%

経費総計 93% 123% 79% 82% 95% 135% 44% 107% 70% 152%

■■のための▲▲システムの実用化開発
○○株式会社

経費費消状況表とは

経費の予算／実績を月毎に記入いただき、計画的な経費費消が行えているかを確認する管理表です
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経費費消状況表の概要と使用方法

事業経費の計画的な費消のため、経費費消状況表を作成して事務局と共有してください

＜経費費消状況表の使用方法＞

Ⓐ

Ⓒ

Ⓑ

A

B

C

様式A等を参照して、月毎の

補助対象経費の「予算」を記

載してください

月毎の補助対象経費の

「実績」を記載してください

予算の費消状況に計画と乖

離がある場合や予算計画を

見直す必要がある場合には

事務局と相談してください

実績額は、経費一覧表の発

注額との整合を確認してくだ

さい

進捗管理



交付申請書PPTに記載した有

償実証の活動計画を記載し、

進捗状況を確認してください

有償実証の活動に対する総括

を最新の状態に更新してください

有償実証の案件ごとに活動状

況を整理し、活動の概要と得ら

れた結果を記載してください

※有償実証の実施結果は年度
末の実績報告書に記載する必

要があります

有償実証報告書とは

有償実証の案件ごとに実施状況を整理し、当初の活動計画と照らした進捗度合や、得られた成果・課題等を確認します
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有償実証報告書の概要と使用方法

有償実証を行う場合には活動計画と進捗を記録し、実証により得られた成果や課題、想

定顧客からのフィードバック等を事務局に報告してください

＜有償実証報告書の使用方法＞

A

B

C

進捗管理

B

A

C

R7

新規



外部資金調達や本事業実施の

ための経費支出以外の項目に

ついて、25行目以下のセルが

「入力要」となった場合は、当該

報告月時点での詳細（予定し

ている内容、交渉状況、確度、

等）を記載してください

経過した月は実績として薄いブ

ルーでハイライトしてください

※事業費用は当該月末時点の
経費一覧金額との一致を確認

してください

事業開始のタイミングで当補助

事業に活用する自己資金額、

外部資金調達及び支出の予定

等を記載してください

※初回定例面談で確認します

資金計画管理表とは

事業の完遂に向けた資金計画を見える化し、自己資金として計上されている金額の蓋然性、計画している外部調達の進捗状況および実現可能性の

確認を行うために活用します。なお、収支の金額は、実際の入金・払込の時期に記載ください。実支払ベースでの費消状況は当シートで確認します

44

資金計画管理表の概要と使用方法

「資金計画管理表」は、資金計画の進捗状況及びその確度を確認し、事業期間中の財

務リスクを早期に把握することを目的に作成いただくものです

資金計画

＜資金計画管理表の使用方法＞

1

2

3



・・・

見積書等
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毎月の事務処理及び検査フローの概要

毎月、事務処理に係る検査を行いますので、検査前までに、県が定めた事務処理マニュア

ル等に従い、書類の準備をお願いします

◼ 経費書類準備

➢ 発生した経費の書類は、事務処理マニュアル（令和7年

6月改正版）に従い、適時適切に取りまとめてください

①経費が発生した都度、正しい経費区分の経費一覧表に

案件名等を記載してください

②経費一覧表の案件(付箋番号)ごとに中表紙を付けてください

③書類不備や記載ミス等が無いことをセルフチェックリストを用いて

ダブルチェックしてください

④証憑の記載内容（金額、日付等）を経費一覧表等へ記載

する場合は、証憑の該当箇所をハイライトしてください

➢ 定められた提出期日までに、事務局への提出がない場合、

当経費は補助対象外となります

作業イメージと留意事項

◼ 書類準備（及び前回指摘の対応）

➢ 前回の検査において事務局から指摘を受けた内容は、速やかに対応のうえ、修正資料をお送りください。

◼ 状況確認検査

➢ 月1回程度、事業進捗の確認と、経費書類の検査を実施します

➢ 事業進捗状況など、各事業者の実情に合わせて、オンラインでの検査を行う場合があります

➢ 提出書類に不備がある場合は、次月までに対応すべき事項を事務局から指示します

◼ 状況確認検査

➢ 前回の指摘事項の確認を含め、状況確認検査を実施します

スケジュール

書類準備

書類準備 ＋

前回の指摘対応

状況確認検査

（N月）

状況確認検査

（N+1月）

仕様書

理由書

チェックリスト

○○費

経費一覧表

1

○○規程

○

○

費

○○費

①
②
③

④

事業実施
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経費一覧表の概要と使用方法

経費が発生した都度、正しい経費区分の経費一覧表に案件名等を記載してください

経費一覧表とは

経費区分ごとに補助対象経費として支出した内容について、証憑を基に記入し、一覧化して管理する表です

＜経費一覧表の使用方法＞

A 事務処理マニュアルを確認し、正しい経費区分の一覧表に記載してください。（有償実証の経費は通常の経費とは区別して管理すること）

B 証憑等を基に必要事項を記入してください。（発注書までの証憑が揃った段階で記入完了すること）

C 証憑等を基に必要事項を記入してください。（各記入項目について証憑から判断できることを確認すること）

Ⓐ

Ⓑ

事業実施

Ⓒ

経費一覧表の入力項目は、発注段階の

証憑だけで全て入力可能です

Point!
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中表紙の概要と使用方法

経費書類を適切に整理するため、経費区分及び経費細目ごとに、必ず中表紙を作成し、

対応するインデックスを付けてください

中表紙とは

経費区分及び経費細目ごとの先頭に付ける表紙のことです。対応するインデックスを付けることで、内容をチェックする際の検索性を高めます

事業実施

＜中表紙の使用方法＞

A 経費区分ごとに作成し、各経費区分の先頭に挟み込んでください

B 経費細目ごとに作成し、各経費細目の先頭に挟み込んでください

・・・

見積書等

仕様書

理由書

チェックリスト

○○費

経費一覧表

1

○○規程

○

○

費

○○費

○

○

費

○

Ⓐ 経費区分の中表紙 Ⓑ 経費細目の中表紙

必要な資料が挟み込ま

れているか確認してください

経費区分名の

インデックスを付け

てください

経費一覧表の

付箋番号に対応

したインデックスを

付けてください



添付した証憑の「発行日」を転記するとともに、チェックの観点に従い不備がないかチェックしてください。

ダブルチェックのため、チェックは2名以上で行ってください。

添付ルールを参考に、添付が必要となる証憑を確認してください。
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セルフチェックリストの概要と使用方法

セルフチェックリストを用いて、書類不備や記載ミス等が無いことをダブルチェックしてください

セルフチェックは手書きで入力することで、実効性を担保します

セルフチェックリストとは

経費ごとに、適切な管理を行えているかを自ら確認するためのチェックリストです。主に、①必要な証憑や書類が揃っているか、②証憑は適切な体裁を

整えているか、③管理上必要な手続きを講じているか等をチェックします。事務局へ経費を提出する際にはダブルチェック済のものを添付してください。

事業実施

Ⓐ Ⓑ

＜経費一覧表の使用方法＞

A

B

C 「施設工事費」「機械設備費」のみ、手続き面について確認するチェックシートが用意されています。

Ⓒ

添付書類確認用 手続き確認用
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取引段階に応じた経費処理及び検査のフロー（イメージ）

各経費は必ずセルフチェックを行い、指定の期限までに事務局へ提出してください

検査で指摘された事項は、次の検査までに必ず修正対応してください

事
業
者

経費一覧表、セルフ

チェックリスト等を作

成・記入し、事務局に

提出

適宜修正し、

事務局に再

提出

セルフチェックリスト等

へ追記、手続きリスト

へ記入し、事務局に

提出

各調達の

取引段階
見積もり 発注 納品・検収 請求・支払

発注後最初の検査

（１ヵ月以内）

指摘後最初の検査 支払後最初の検査

（１ヵ月以内）

見積書 請書 検収書 支払証相見積り等

経費処理

発注書 請求書

事
務
局

妥当性

確認

修正

指示

納品書

※金額変更等に応じ

て経費一覧表を修正

適宜修正し、

事務局に再

提出

指摘後最初の検査

妥当性

確認

修正

指示

経費一覧表

セルフチェック
リスト

証憑

経費一覧表

セルフチェック
リスト

証憑

適正管理

手続きリスト

事務処理検査

指摘事項の修正は、

原則、次回検査ま

でに対応願います

Point!

経費一覧表の✓、

セルフチェックリストは、

手書きして下さい
修正した資料は事務

局に提出してください。

事務局で差し替えます

発注段階まで記

入済のリストに

追記してください

発注段階で「経費

の妥当性」を早期

に判断していきます

Point!

支払証憑入手後、

１月以内に残り

の証憑を揃えて

提出してください

Point!

修正方法や提出

方法等については、

適宜、担当者から

指示します

Point!

時
期
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経費の提出期限と補助対象の判断

経費は、発注書（従事実績報告書）発行及び銀行振込受領書発行のタイミングで締め

るルールとし、直近の検査日程に合わせて提出期日を設定いたします

◼経費締め処理の段階と提出タイミング

◼発行日付の翌提出期日までに提出している

補助対象

◼発行日付の翌提出期日までに事務局で確認できない

補助対象外

■経費締め処理後の遡り・変更は原則認めません。遡って変更する場合は、理由書を添付してください。

発行日付（又は受領日付※1）から1か月以内に提出してください。

発行日付の翌提出期日※2までに事務局で確認できた書類のみ受け付けます。

ただし、2月発行分については、原則※32月末日を期日とします。

発注

(請書)

納品

(検収)

支払・

振込受領

発注で締める

⇒事務局へ提出

支払で締める

⇒事務局へ提出

仕様

作成

見積

取得

請求

※1 受領日は、証憑上に受領日が印字されている場合のみ有効です

※2 提出期日は、月次検査日に合わせて15日又は末日のいずれかで設定します

※3 人件費など一部経費について例外措置を講じています（マニュアルp.32参照）

従事実績で締める

⇒事務局へ提出

支払で締める

⇒事務局へ提出

従事実績報告

・出勤簿等

支払・振込受領

人件費・補助員費以外 人件費・補助員費

事業実施
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不適切な事務処理が継続される場合の対応方針

事務局からの改善提案や指導にも関わらず、不適切な事務処理が改善されない場合は

厳しく取り締まりを行います

◼ 不明点や疑問点があれば、随時事務局までご連絡ください。電話や

メールのほか、オンラインビデオ会議ツール等で回答し、解説をします

◼ 情報共有ツール（SharePoint）を活用して経費書類の効率的な管

理環境を提供します

◼ 提出済み書類を確認可能な中表紙やセルフチェックリストを提供する

ことで自己点検可能な環境を構築します

◼ 事務処理検査の結果を毎月フィードバックするとともに、必要に応じて

事務処理体制の改善提案をします

事務局としての支援方針背景

◼ 事務局からの再三の指導にもかかわらず、経費書類の提出遅延や杜

撰な事務処理が改善されない事業者が存在し、確定検査に支障を

きたすケースが散見された

◼ 事務局からの再三の指導にもかかわらず、事務処理の改善が見られない場合や悪質と判断される場合には、福島県に報告するとともに、次年度の

継続審査の際に管理体制の不備として申し送ることとします

◼ 悪質と判断される場合には、交付決定取消等の厳しい処分を科されることもあります

事業実施
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お問合せ先

不明点や疑問点があれば、随時、電話やメール等で事務局までご連絡ください

事務局では、補助事業者の皆様のお困りごとを速やかに解決できるよう努めます

留意事項

デロイト トーマツ コンサルティング合同会社

福島県地域復興実用化開発等促進事業費補助金管理業務担当

電 話： 024-572-3352（事務局代表）

メール： dtc_f_jitsuyoka@tohmatsu.co.jp（事務局共有）

不明点や疑問点は放っておかず、速やかに解決しておくことが肝要です。

随時、電話やメール等で事務局までお問い合わせください。

◼ 電話でのお問い合わせの場合

✓ 事務局内には、採択された補助事業者様1社ごとに1名以上の担当

がおります。

事務局内の貴社担当の携帯電話までご連絡ください。

基本、業務時間（9:00～18:00）内にお願いします。

✓ 貴社担当につながらない場合は、左記の事務局代表電話までおかけ

ください。

◼ メールでのお問い合わせの場合

✓ 事務局共通メール（ dtc_f_jitsuyoka@tohmatsu.co.jp ）は、事

務局メンバー全員が閲覧できるメールアドレスです。

✓ 事務局内の貴社担当者宛でも、左記の事務局共有メールをCCに入

れてご連絡ください。確認や対応の漏れを防ぐことができます。

事業実施



3-⑤.質疑応答
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4. 事務処理の優良事例紹介
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【事例紹介】

株式会社人機一体
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第二部 支援制度の紹介
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福島県企画調整部

福島イノベーション・コースト構想推進課

 －福島復興再生特別措置法に基づく課税の特例について

57



公益財団法人福島イノベーション･コースト構想推進機構

産業集積部産業連携支援課

－重点分野等事業化促進事業（伴走支援）について

58



特許庁

－研究開発段階における知財戦略セミナー

59



その他のお知らせ
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福島県企業立地セミナー【申込受付中・参加費無料】

福島県企業立地セミナーを9月1日（月）15:00-17:30に開催します
参加をご希望の場合は、8月8日（金）までにお申込みください

開催日時 2025年9月1日（月）15:00～ 17:30

場所 帝国ホテル東京（東京都千代田区内幸町1-1-1）

定員
150名（事前申込制）※1団体あたり2名まで
※申込者多数の場合は、1団体1名での参加や抽選とさせていただく場合がございます。抽選結果は、後日メールでお送りいたします。

内容

知事と立地企業によるトークセッション、参加市町村長によるショートプレゼンテーション、情報交換会 他

［トークセッションパネリスト］

株式会社朝日ラバー   代表取締役社長 渡邉陽一郎 氏

會澤高圧コンクリート株式会社  代表取締役社長 會澤祥弘 氏

会津オリンパス株式会社   代表取締役社長 蒲山智昭 氏

福島県    知事 内堀雅雄

参加費 無料

参加申込方法

下記URLによる申込み（8月8日（金）まで）
https://www.fukushima-seminar.jp/
※ご利用いただいているパソコンのセキュリティ設定により申込フォームにアクセスできない場合がございます。
その場合はお手数ですが、セキュリティ設定のないパソコンや携帯電話等、別の端末でのアクセスをお試しください。

問い合わせ先 事務局：福島県商工労働部企業立地課 担当者：坂本和久 メールアドレス：investment@pref.fukshima.lg.jp

概要

2011年以降、934社（※）に選ばれた“ふくしま”の魅力をご紹介するため福島県企業立地セミナーを開催いたします。
※福島県工業開発条例に基づく工場設置届出件数の累計（2024年12月現在）

本セミナーでは、本県産業集積への取組や全国トップクラスの優遇制度など充実した企業立地環境についてご紹介します。

ご興味のある方は、ぜひお申込みください。

チラシ：https://www.pref.fukushima.lg.jp/uploaded/attachment/690758.pdf
セミナー案内（県HP）：https://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/32021a/seminar2025.html
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技術情報等の流出防止対策について

福島県警HPにて技術情報等の流出防止対策についての参考資料を掲載しています
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ふくしま企業移住支援事業補助金について

福島県内へのサテライトオフィス等の拠点整備を検討している場合は、

福島企業移住支援事業補助金の活用をご検討ください



本日は、事務処理説明会へ

ご参加いただきありがとうございました。

ご不明点がございましたら、下記連絡先までお問合せください

＜お問合せ先＞

デロイト トーマツ コンサルティング合同会社

福島県地域復興実用化開発等促進事業費補助金管理業務担当
電 話： 024-572-3352
メール： dtc_f_jitsuyoka@tohmatsu.co.jp

64


	既定のセクション
	スライド 1: 福島県 地域復興実用化開発等促進事業 事務処理説明会
	スライド 2: 本日は、下記次第に則り進行します

	開会挨拶
	スライド 3

	当補助事業の概要説明
	スライド 4
	スライド 5
	スライド 6: 当補助事業では、浜通り地域等の産業復興を進めるため、補助を行います
	スライド 7: 今年度の交付申請から補助金交付までの流れは以下の通りです

	補助事業の進め方
	スライド 8
	スライド 9: 事業着手にあたり、交付申請書及び関連資料を提出し、県の交付決定を受ける必要があります
	スライド 10: 事業の進捗状況と経費の支出状況を報告するために、状況報告書類と合わせて経費ファイルを提出する必要があります
	スライド 11: 変更承認申請は、変更の必要性が生じた場合に、速やかに提出してください 受付期限は12月末まで、20%を超える減額を行う場合には10月末までに提出してください
	スライド 12: 概算払を必要とする場合には、1回に限り、交付決定額の1/2を上限に申請できます 必要書類と合わせて、請求金額の根拠となる経費ファイルを提出してください
	スライド 13: 実績報告時には、実績報告書、精算払請求書等と併せて経費書類を取り纏めたファイルの提出が必要です
	スライド 14: 事業の進捗状況を確認するために、中間ヒアリングを実施します

	確定検査
	スライド 15: 確定検査では、「書面（経理）に関する検査」と「現物に関する検査」を実施します
	スライド 16: 現地確認は、2月中旬から3月上旬にかけて福島県の担当者が実施します 当日は、開発結果の報告と現物の検査を含め、約2時間程度かかります
	スライド 17: 成果物管理表をもとに、成果品が実際に存在するかを確認します
	スライド 18: 取得財産等管理明細表（様式第11号）を基に、取得した機械設備・施設等が適正に管理されているかを確認します
	スライド 19: 確定検査の際は、県の検査員が写真撮影するため、当該財産の付箋番号・案件名・取得年月日が分かるように標識（案内表示）を用意してください
	スライド 20: （参考）「現物確認チェックリスト」（別紙1） 

	今年度の事務処理実施方針
	スライド 21

	事務処理方針（新規）
	スライド 22: 事務処理マニュアルは、当補助事業に係る経理処理及び検査等を実施する際に準備しておくべき資料等の基本事項を定めています。県が公開する最新版を参照してください
	スライド 23: 事務処理マニュアルは、当補助事業に係る経理処理及び検査等を実施する際に準備しておくべき資料等の基本事項を定めています。県が公開する最新版を参照してください
	スライド 24: 補助事業期間中に収益を上げることは原則認められていませんが、以下の有償実証の 考え方に合致する内容については、予め県の承認を得た場合に限り実施が認められます
	スライド 25: 有償実証を実施する場合は、事務局に活動状況を報告するとともに、通常の経費と同様に経費書類を整理して提出する必要があります
	スライド 26
	スライド 27: 当補助事業では事務処理マニュアルに則り、適切な処理等を行う必要があります
	スライド 28: 補助対象経費は、①施設工事費②機械設備費③調査設計費④人件費⑤材料費等 ⑥外注費⑦委託費⑧その他諸経費 等の直接経費、及び間接経費で構成されます
	スライド 29: 事務処理マニュアルを熟読の上、各種ルールを順守してください
	スライド 30: 事務処理マニュアルを熟読の上、各種ルールを順守してください
	スライド 31: 情報共有ツール、SharePoint（DOL：Deloitte OnLine）によって、事業進捗の共有や管理ツール、経費書類のバージョン管理等を行います
	スライド 32
	スライド 33: 補助事業の進捗状況等を確認するために、状況確認検査を実施します
	スライド 34
	スライド 35
	スライド 36: 報告関係2表と状況管理4表を連動させることで、一貫性ある事業進捗管理を実現するとともに、資金計画管理表により実行性を補完します
	スライド 37: 事業総括シートは、当年度の事業目標を随時意識し、県・事務局と進捗を共有するために用いるとともに、状況報告（中間ヒアリング）時の提出物にもなります
	スライド 38: 月次報告書は、各要素技術の開発進捗のほか関連する事項を要約して県・事務局に事業進捗を報告するものです
	スライド 39: 事業計画の確実な遂行のため、進捗管理表（WBS）を作成して事務局と共有してください
	スライド 40: 課題とその対応状況の把握のため、課題管理表を作成して事務局と共有してください
	スライド 41: 補助事業の最終成果物やその中間生産物を確認するため、成果物管理表を作成して事務局に報告してください
	スライド 42: 事業経費の計画的な費消のため、経費費消状況表を作成して事務局と共有してください
	スライド 43: 有償実証を行う場合には活動計画と進捗を記録し、実証により得られた成果や課題、想定顧客からのフィードバック等を事務局に報告してください
	スライド 44: 「資金計画管理表」は、資金計画の進捗状況及びその確度を確認し、事業期間中の財務リスクを早期に把握することを目的に作成いただくものです
	スライド 45: 毎月、事務処理に係る検査を行いますので、検査前までに、県が定めた事務処理マニュアル等に従い、書類の準備をお願いします
	スライド 46: 経費が発生した都度、正しい経費区分の経費一覧表に案件名等を記載してください
	スライド 47: 経費書類を適切に整理するため、経費区分及び経費細目ごとに、必ず中表紙を作成し、 対応するインデックスを付けてください
	スライド 48: セルフチェックリストを用いて、書類不備や記載ミス等が無いことをダブルチェックしてください セルフチェックは手書きで入力することで、実効性を担保します
	スライド 49: 各経費は必ずセルフチェックを行い、指定の期限までに事務局へ提出してください 検査で指摘された事項は、次の検査までに必ず修正対応してください
	スライド 50: 経費は、発注書（従事実績報告書）発行及び銀行振込受領書発行のタイミングで締めるルールとし、直近の検査日程に合わせて提出期日を設定いたします
	スライド 51: 事務局からの改善提案や指導にも関わらず、不適切な事務処理が改善されない場合は厳しく取り締まりを行います
	スライド 52: 不明点や疑問点があれば、随時、電話やメール等で事務局までご連絡ください 事務局では、補助事業者の皆様のお困りごとを速やかに解決できるよう努めます
	スライド 53

	事務処理の有料事例紹介
	スライド 54
	スライド 55
	スライド 56
	スライド 57
	スライド 58
	スライド 59
	スライド 60
	スライド 61: 福島県企業立地セミナーを9月1日（月）15:00-17:30に開催します 参加をご希望の場合は、8月8日（金）までにお申込みください
	スライド 62: 福島県警HPにて技術情報等の流出防止対策についての参考資料を掲載しています
	スライド 63: 福島県内へのサテライトオフィス等の拠点整備を検討している場合は、 福島企業移住支援事業補助金の活用をご検討ください

	閉会
	スライド 64


